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利用者のニーズに応える養護学校の教育相談









長崎大学教育学部附属養護学校では,平成 9年 2月の ｢特殊教育の改善 ･充実について
(第 1次報告)｣を受けて,平成 9年4月から,幼児並びに児童生徒とその保護者及び療育 ･
教育関係者を対象にした教育相談事業を開始 した｡さらに,平成10年度より,継続的な親
子の参加を原則とした ｢教育相談室｣を開設し運用 している｡




ての役割を果たすことの重要性を提言 している｡ また,平成14年12月には ｢新障害者基本
計画｣及び ｢重点施策実施 5カ年計画｣が制定され,教育 ･育成の分野では,地域におけ
る一貫 して効果的な相談体制の整備や盲 ･ろう･養護学校が地域のセンター的役割を果た












































した｡開設時間は午後 3時から午後 5時までの 2時間である｡ 夏期休業中には, 8月
































利用者114人の年齢区分は,年少幼児 9人 (7.9%),年中幼児28人 (24.6%),年長幼
児41人 (36.0%),小学校低学年20人 (17.5%),小学校高学年11人 (9.6%)で,その他
に中学生 3人, 3歳未満の幼児 1人であった｡
平成16年度の ｢教育相談室｣利用者は実人数30人その内訳は,幼児11人 (36.7%),
小学生16人 (53.3%),中学生 3人 (10.0%)であった｡延べ人数にすると,幼児56件









平成16年度の ｢教育相談室｣利用者の来談時の主訴は,就学 ･進学 9人 (30.0%),
家庭での養育 8人 (26.7%),行動障害 (多動,音への過敏,集団参加,こだわり,性
器いじり) 5人 (16.7%),学校生活にかかわること5人 (16.7%),思春期への対応 2
人 (6.7%),広汎性発達障害幼児への関係職員の理解 1人 (3.3%)であった｡
また,平成16年度の ｢教育相談室｣利用者の障害種別は,広汎性発達障害 (自閉性障
害,アスベルガー障害)15人 (50.0%),ダウン症 5人 (16.7%),知的障害 4人 (13.3

































保護者-の支援 養育への適切な助言 ･適切な助言が受けられたこと (9)
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